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経営改善委員会による再発防止策策定のお知らせ（経過報告） 

 

 

 平成 27 年２月７日付「経営改善委員会の設置に関するお知らせ」にてお知らせいたしましたと

おり、当社では、平成 27 年１月 30 日に第三者委員会から受領した調査報告書（以下、「本報告書」

という。）において指摘された不適切な会計処理等について、経営改善委員会を設置し、本報告書

の指摘事項に係る原因及び責任の所在の分析、再発防止に向けた諸施策の検討・立案等を行うと

ともに、当社としてのあるべき経営体制及び管理体制の構築に向けた検討等を進めております。 

この度、経営改善委員会より、検討の経過報告が提出されましたので、ご報告させていただき

ます。 

 

記 

１．本報告書において指摘された問題点の内容について 

  本報告書において指摘された不適切な会計処理等に関しては、本報告書において、概ね以下

の３点を、その問題点として指摘を受けております（以下は本報告書における記載内容の要約

となります。）。 

 

①前代表取締役社長岡村幸彦氏（以下、「岡村氏」という。）のコンプライアンス意識の欠如 

本報告書において指摘された不適切な会計処理等については、いずれも何らかの資金の必

要性が生じた際に，岡村氏の判断により、本来の資金使途を明示せずに、その他の取引名

目で安易に当社の資金を流用して行われたものである。 

このような不適切な会計処理等に繋がる取引（以下「不適切取引」という。）が行われた背

景的事情としては、岡村氏が昭和59年に調剤薬局「アイセイ薬局」を開局以来、約30年間

に渡り、「岡村商店」的に事業を拡大してきたことが挙げられる。岡村氏個人及び岡村氏

の支配力又は影響力の及ぶ法人や会社（以下「岡村グループ」という。）の債務の返済等

や事業の資金繰りに関して岡村グループ内の法人及び会社との間で資金融通を多く行い、

上場準備期間中も上場後においても、場当たり的に資金移動を行ってきたと認められる状

況であった。ゆえに、不適切取引が行われた主たる原因は、岡村氏が上場前の感覚のまま

上場に至り、上場会社の経営者としてのコンプライアンス意識が欠如していたことに起因

すると認められる。 
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 ②取締役・監査役の不十分な監視 

不適切取引については、当社の社内ルールに基づき、取締役会に上程され、決議が行われて

いる。また、不適切取引のうち開発案件については、当社の担当部署が事業計画を策定するな

どして、薬局の収支の見通しを立てていることが認められる。しかし、不適切取引については、

岡村氏が主導する「社長案件」であったことへの遠慮から、岡村氏以外の者による案件の吟味

が十分でなく、結果として、取締役・監査役の岡村氏に対する監視機能が十分に働いていなか

ったと言わざるを得ない。 

すなわち、開発案件は、そもそも開発についての実現可能性があるのか（病院・薬局の用地

確保が真に可能なのか、病院等が真に建設されるのか等）という点が出店検討の大前提をなす

と思われるところ、不適切取引のうちの開発案件では、そのような大前提であるはずの実現可

能性について、適切な吟味がなされたとは認め難い。 

以上のような点を踏まえると、岡村氏の主導する「社長案件」や、岡村氏の個人的な利害に

関わる事項については、結果として、岡村氏に対する監視機能が十分に働いていなかったと言

わざるを得ない。 

 

 ③グループ管理における公私混同 

不適切取引が行われた背景的事情として、①でも記載の通り、当社は、薬剤師でもある岡村

氏が約 30 年間に渡り、調剤事業を中心に「岡村商店」的に事業を拡大してきた。この間、特

に岡村氏個人の事業として医療ビジネスへの展開のための資金調達の必要性があり、岡村氏の

実弟が医師であったため、病院（医療法人社団昌和会）の買収を行い、また、さらなる病院の

設立を企図していた。 

この間、買収後の医療法人社団昌和会における病院運営に関しては、岡村氏の実弟が理事長

を務め、実際の医療業務の運営に関しては病院長が行っていたが、その他の財務的な管理面及

びその他の病院開設に向けた土地の買収等の経営計画的な事項に関しては、当社の医療福祉連

携部の従業員が岡村氏の指示のもと行っていたと認められる状況であった。 

このように岡村氏が自らの事業を拡大していく中で、当社はその中核であったものの、岡村

氏にとっては、その他の岡村氏が支配力を有する、あるいは影響力を有する法人及び会社の一

部であり、全体の中で資金の必要性に応じて、岡村グループ内の資金の融通、金融機関及び個

人等から資金の調達を行っていたものであり、このような岡村氏の感覚が、不適切取引が行わ

れたことの主たる原因の一つであったと認められる。 

 

２．経営改善委員会による検討状況 

  当社は、経営改善委員会から、現時点における検討状況は、以下のとおりであるとの報告を

受けております。 

 

（１）本報告書の指摘事項に係る原因及び責任の所在の分析について 

経営改善委員会においては、本報告書において指摘された不適切な会計処理等を事実として

認識し、また本報告書において指摘された問題点を重く受け止め、本報告書の指摘事項に係る

原因及び責任の所在の分析を進めていく。 

 

（２）再発防止に向けた諸施策の検討・立案並びにあるべき経営体制及び管理体制の構築について 

本報告書においては、①前代表取締役社長岡村氏のコンプライアンス意識の欠如、②取締役・
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監査役の不十分な監視、③グループ管理における公私混同を問題点として指摘されている。経

営改善委員会においては、再発防止に向けて、特に検討を要する事項として、以下の各事項を

会社に提案する。 

 

Ⅰ．ガバナンス（内部統制）の強化 

①取締役会及び監査役会における構成員の見直し 

  ・コンプライアンス、会計に関する実務に精通し、当社から独立した社外取締役、社外監査

役の選任の必要性を確認するとともに、取締役会及び監査役会における、社内役員と独立

した社外役員との人数構成等についても検討し、役員相互間の牽制・監視が十分に機能す

る体制の構築を検討する。 

  ②既存の会議体の見直し 

  ・従前の本部長会議及び連絡会議の運営体制を見直す。例えば、取締役及び業務担当者と監

査役との間で活発な議論が行える環境を整える等、上記各会議体においても、監視・監督

機能がより実効化されるような運営体制の再構築を検討する。 

  ・従前のリスク管理委員会、コンプライアンス委員会の活動の活性化を図るべく、その役割

の見直し及び運営体制を検討する。 

  ③関係内部規程の整備 

  ・上記①及び②の検討結果を制度的かつ客観的に担保するべく、関係内部規程の改定を検討

する。 

 

Ⅱ．重要な経営判断（一定規模の投資判断を含む。）に関する体制の再構築 

①上程前審査会（仮称）の新設 

・一定金額以上の新規開発案件、Ｍ＆Ａ等の投資案件を含む重要な経営判断については、社

外取締役や監査役が出席する上程前審査会（仮称）の承認を得る仕組みを作る等、判断の

透明化、合理化を図るプロセスの新設を検討する。  

②投資判断ガイドラインの見直しと適切な業務フローの設定 

・本報告書において指摘された不適切な会計処理等がいずれも新規開発に係る投資案件であ

ることに鑑み、従前の投資案件精査基準について、案件の実現可能性の判定プロセスを厳

格化する等の改定作業を行うとともに、投資案件の意思決定に向けてのあるべき業務フロ

ーを検討する。 

③関係内部規程の検討 

  ・上記①及び②の検討結果を制度的かつ客観的に担保するべく、関係内部規程の改定を検討

する。 

 

 Ⅲ．監査体制の強化 

  ①内部監査体制の強化 

  ・内部監査体制の充実化、特に投資案件に関する業務プロセス監査の再検討を行う。 

  ②監査役、内部監査室及び会計監査人の連携強化 

  ・監査役監査及び内部監査が実効的に行われるよう、監査役と内部監査室の連携をより強化
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する方法を検討する。 

  ・監査役、内部監査室及び会計監査人の連携をより強化する方法を検討する。 

 

 Ⅳ．役職員のコンプライアンス意識の醸成 

①コンプライアンス教育・研修の活性化 

・例えば、外部講師を招き、不正の防止、上場会社としての企業倫理・コンプライアンス等

に関する研修の実施等を検討する。特に役員のコンプライアンス意識を実効的に醸成する

方法を検討し、更に上司のコンプライアンス違反に対して、部下が指摘できる環境構築の

検討を行う。 

②内部通報制度の浸透 

・当社役職員のコンプライアンス意識の醸成と併せて、内部通報制度の存在の周知徹底を図

るとともに、より機能する内部通報制度の在り方について検討する。 

 

Ⅴ．当社と岡村氏個人の関連グループとの資金的・人的関係の隔絶 

  ・本報告書において指摘された不適切な会計処理等がいずれも、当社と岡村氏個人の関連グ

ループとの関連性に起因するものであったことから、両者の関係性を抽出・特定した上で、

両者間の資金的・人的関係の隔絶の方策を検討する。 

 

 Ⅵ．役員報酬の見直し 

・報酬決定プロセスの透明化を担保するべく、社外取締役から構成される報酬委員会等の設

置を検討する。 

  

（３）その他 

経営改善委員会においては、本報告書における指摘事項のみならず、不適切な会計処理等が

行われていた当時及び現在の業務フローについて、その他に問題点があるかについても、適宜

会計監査人等とも連携の上、検証を実施し、問題点が明らかになった場合には、その原因及び

責任の所在を分析する。 

                

３．当社の今後の対応 

当社は、経営改善委員会における検討結果をもとに、早急に社内体制の再構築と信頼回復に努

めてまいります。当社において最終的に決定する再発防止策の内容等につきましては、確定し次

第、速やかに公表いたします。 

 

なお、不適切な会計処理に関する修正に基づいた過年度決算書類等の修正を行い、本日付で過

年度の有価証券報告書等の訂正報告書を関東財務局へ提出、過年度の決算短信の一部を訂正し公

表いたしております。 

 

以上 
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